
 
 

 

 

 

葛城市地球温暖化対策実行計画 

（区域施策編） 

－資料編－ 

  





1. 計画策定の経緯 

（1）計画策定の経緯 
 

日時 実施内容 

2023 年 9 月 22 日 
～10 月 6 日 

地球温暖化に関する市民・事業所アンケートの実施 

2025 年 10 月 27 日 第１回葛城市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定検討委員会 

2025 年 11 月 28 日 第２回葛城市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定検討委員会 

 

（2）葛城市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定検討委員会委員 
 

役職 氏名（敬称略） 備考 

委員長 東 錦也 葛城市 副市長 

副委員長 西川 勝也 葛城市 市民生活部長 

委員 

高垣 倫浩 葛城市 企画部長 

植田 和明 葛城市 産業観光部長 

西川 康光 葛城市 クリーンセンター所長 

谷 茂則 
奈良県地球温暖化防止活動推進センター 
センター長 

下村 靖弘 NPO 法人エコ葛城市民ネットワーク 理事長 

𠮷𠮷村 佳也 葛城市商工会 事務局長 
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2. アンケート調査 

（1）市民アンケート 
① アンケート調査票 
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② アンケート結果 
Ⅰ.あなたのことについて 

 

問 1．年齢（1 つ選択） 

 

・70 代が 23.0％で一番多い。 
・40～60 代では各年代の割合（17.2～18.9％）が同程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．10・20代 41 6.4%

２．30代 69 10.8%

３．40代 110 17.2%

４．50代 119 18.6%

５．60代 121 18.9%

６．70代 147 23.0%

７．80代以上 32 5.0%

回答数 639 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 5 -

回答者数（不明・無回答を除く） 639 -

１．10・20代

6.4%

２．30代

10.8%

３．40代 17.2%

４．50代 18.6%

５．60代 18.9%

６．70代 23.0%

７．80代以上

5.0%
​

N＝639
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問 2．お住まいの小学校区（1 つ選択） 

 

・新庄小学校区が 33.2%で最も多く、次いで磐城小学校区が 29.0%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 3．葛城市での居住歴（1 つ選択） 

 

・「30 年以上」が 57.6%と最も多く、次いで「21～30 年」が 14.8％、「11～20 年」が
14.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．新庄小学校区 212 33.2%

２．忍海小学校区 90 14.1%

３．新庄北小学校区 67 10.5%

４．磐城小学校区 185 29.0%

５．當麻小学校区 83 13.0%

６．わからない 2 0.3%

回答数 639 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 5 -

回答者数（不明・無回答を除く） 639 -

１．新庄小学校区

33.2%

２．忍海小学校区

14.1%

３．新庄北小学校区

10.5%

４．磐城小学校区

29.0%

５．當麻小学校区

13.0%

６．わからない 0.3% N＝639

選択肢 回答数 割合

１．1年未満 8 1.2%

２．1～5年 36 5.6%

３．6～10年 41 6.4%

４．11～20年 92 14.4%

５．21～30年 95 14.8%

６．30年以上 369 57.6%

回答数 641 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 3 -

回答者数（不明・無回答を除く） 641 -

１．1年未満 1.2%

２．1～5年 5.6%

３．6～10年

6.4%

４．11～20年

14.4%

５．21～30年

14.8%

６．30年以上

57.6%

N＝641
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１．単身世帯

8.9%

２．夫婦のみ

27.7%

３．二世代世帯（親＋子）

50.0%

４．三世代世帯（親＋子＋孫）

11.4%

５．その他 2.2%
N＝642

１．持家1戸建, 

85.7%

２．持家集合住宅 3.6%

３．賃貸1戸建 1.2%

４．市営住宅 0.2%

５．民間賃貸集合住宅 8.6%

６．社宅・寮 0.2%
７．その他 0.6%

N＝642

問 4．世帯構成（1 つ選択） 

 

・「二世代世帯（親＋子）」が 50.0%と最も多く、次いで「夫婦のみ」が 27.7%となってい
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5．住宅の形態（1 つ選択） 

 

・「持家 1 戸建」が 85.7%で最も多く、次いで「民間賃貸集合住宅」が 8.6%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．単身世帯 57 8.9%

２．夫婦のみ 178 27.7%

３．二世代世帯（親＋子） 321 50.0%

４．三世代世帯（親＋子＋孫） 73 11.4%

５．その他 14 2.2%

回答数 643 100.2%

回答者数 644 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 642 -

選択肢 回答数 割合

１．持家1戸建 550 85.7%

２．持家集合住宅 23 3.6%

３．賃貸1戸建 8 1.2%

４．市営住宅 1 0.2%

５．民間賃貸集合住宅 55 8.6%

６．社宅・寮 1 0.2%

７．その他 4 0.6%

回答数 642 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 642 -
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１．関心がある

41.7%

２．ある程度関心がある

50.7%

３．あまり関心がない

6.0%

４．全く関心がない・わからない

1.6%

N＝633

Ⅱ.環境問題（地球温暖化）について 

 

問 6．「地球温暖化」とは、二酸化炭素（CO2）等の温室効果ガスが大気中に放出される

ことにより、地球全体の平均気温が上昇している現象をいいます。あなたは、地

球温暖化について関心はありますか。（１つ選択） 

 

・「ある程度関心がある」が 50％と最も多く、次いで「関心がある」が 41.7％となってお
り、関心を示す割合が 9 割以上となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．関心がある 264 41.7%

２．ある程度関心がある 321 50.7%

３．あまり関心がない 38 6.0%

４．全く関心がない・わからない 11 1.6%

回答数 634 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 11 -

回答者数（不明・無回答を除く） 633 -
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問 7．普段の生活や暮らしの中において、地球温暖化が原因と感じる環境の変化はあり

ますか。（当てはまるもの 3 つまで選択） 

 

・「猛暑日や熱帯夜など、暑い日が増加した」が 91.9％と最も多く、次いで「ゲリラ豪雨や
勢力の強い台風が増加した」が 70.8％、「大雨による洪水等の自然災害が増加した」が
56.6％となっており、異常気象に関する回答が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．猛暑日や熱帯夜など暑い日が増加した 589 91.9%

２．ゲリラ豪雨や勢力の強い台風などが増加した 454 70.8%

３．大雨による洪水等の自然災害が増加した 363 56.6%

４．昔に比べて暖冬になってきた 200 31.2%

５．農作物の品質低下や収穫量が減少した 52 8.1%

６．農作物の栽培時期や収穫時期が変化した 55 8.6%

７．渇水や地下水量が減少した 8 1.2%

８．野生生物の減少や生息域が変化した 60 9.4%

９．桜などの花の開花時期が変化した 73 11.4%

10．デング熱などの感染症リスクが増加した 26 4.1%

11．いずれの変化も現れていない 1 0.2%

12．わからない 8 1.2%

13．その他 5 0.8%

回答数 1,894 -

回答者数 644 -

不明・無回答 3 -

回答者数（不明・無回答を除く） 641 -

91.9%

70.8%

56.6%

31.2%

8.1%

8.6%

1.2%

9.4%

11.4%

4.1%

0.2%

1.2%

0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

１．猛暑日や熱帯夜など暑い日が増加した

２．ゲリラ豪雨や勢力の強い台風などが増加した

３．大雨による洪水等の自然災害が増加した

４．昔に比べて暖冬になってきた

５．農作物の品質低下や収穫量が減少した

６．農作物の栽培時期や収穫時期が変化した

７．渇水や地下水量が減少した

８．野生生物の減少や生息域が変化した

９．桜などの花の開花時期が変化した

10．デング熱などの感染症リスクが増加した

11．いずれの変化も現れていない

12．わからない

13．その他

N＝641

1．猛暑日や熱帯夜など暑い日が増加した

2．ゲリラ豪雨や勢力の強い台風などが増加した

3．大雨による洪水等の自然災害が増加した

4．昔に比べて暖冬になってきた

5．農作物の品質低下や収穫量が減少した

6．農作物の栽培時期や収穫時期が変化した

7．渇水や地下水量が減少した

8．野生生物の減少や生息域が変化した

9．桜などの花の開花時期が変化した

10．デング熱などの感染症リスクが増加した

11．いずれの変化も現れていない

12．わからない

13．その他
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問 8．あなたは地球温暖化についての情報や知識をどこで知りましたか。当てはまるも

のをお答えください。（当てはまるもの全て選択） 

 

・「テレビ・ラジオ」が 93.8％と最も多く、次いで「新聞・雑誌・書籍」が 62.9％、「イン
ターネット（市の公式以外）」が 36.8%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．テレビ・ラジオ 602 93.8%

２．新聞・雑誌・書籍 404 62.9%

３．市のホームページ・広報(広報かつらぎ) 73 11.4%

４．市の公式Facebook、X（旧Twitter） 5 0.8%

５．インターネット（市の公式以外） 236 36.8%

６．SNS（Facebook、X、Instagram等） 63 9.8%

７．家族や友人・知人による口コミ 110 17.1%

８．学校の授業やイベント 53 8.3%

９．勤務先や取引先を通じて 67 10.4%

10．イベントやセミナー等 30 4.7%

11．子供の学習教材 24 3.7%

12．どこからも得ていない 3 0.5%

13．わからない 3 0.5%

14．その他 7 1.1%

回答数 1,680 -

回答者数 644 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 642 -

93.8%

62.9%

11.4%

0.8%

36.8%

9.8%

17.1%

8.3%

10.4%

4.7%

3.7%

0.5%

0.5%

1.1%

0% 25% 50% 75% 100%

１．テレビ・ラジオ

２．新聞・雑誌・書籍

３．市のホームページ・広報(広報かつ

らぎ)

４．市の公式Facebook、X（旧Twitter）

５．インターネット（市の公式以外）

６．SNS（Facebook、X、Instagram等）

７．家族や友人・知人による口コミ

８．学校の授業やイベント

９．勤務先や取引先を通じて

10．イベントやセミナー等

11．子供の学習教材

12．どこからも得ていない

13．わからない

14．その他

N＝642

1．テレビ・ラジオ

2．新聞・書籍・雑誌

3．市のホームページ・広報（広報かつらぎ）

4．市の公式Facebook、X（旧Twitter）

5．インターネット（市の公式以外）

6．SNS（Facebook、X、Instagram等）

7．家族や友人・知人による口コミ

8．学校の授業やイベント

9．勤務先や取引先を通じて

10．イベントやセミナー等

11．子供の学習教材

12．どこからも得ていない

13．わからない

14．その他

資 - 14



Ⅲ．環境に関する取組について 

 

問 9．日常生活における地球温暖化防止のための取組について、普段あなたが取り組ん

でいることについてお答えください。（各項目１つ選択） 

 

・日頃から取り組んでいる割合が最も高い取組は、「⑫ごみの分別をしている」が 88.0%
であり、取り組んでいないが、今後取り組みたいとする割合が最も高い取組は、「⑮植
栽や緑のカーテンなど、緑化を行っている」が 36.9％であった。また、取り組む予定
はないとする割合が最も高い取組は、「⑧外出時はなるべく公共交通機関を利用する」
が 32.6％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢
日頃から
取り組んで
いる

時々取り組
んでいる

取り組んで
いないが、
今後取り組
みたい

取り組む
予定はない 回答数 回答者数

不明・無回
答

①不要な照明やテレビはこまめに消す 444 152 21 14 631 644 13

70.4% 24.1% 3.3% 2.2% - 100.0% -

②家電製品を長時間使わない時は、 177 216 130 85 608 644 36

　コンセントからプラグを抜く 29.1% 35.5% 21.4% 14.0% - 100.0% -

③エアコン使用時の室温は、夏は28℃、 250 175 91 103 619 644 26

    冬は20℃設定で使用している 40.4% 28.2% 14.7% 16.7% - 100.0% -

④お風呂での省エネ（家族が続けて入る、シャワー 407 157 38 21 623 644 21

　の出しっぱなしをやめる等）を心かけている 65.3% 25.2% 6.1% 3.4% - 100.0% -

⑤冷蔵庫への詰めすぎや開けっ放しに気を付ける 432 150 36 12 630 644 14

68.6% 23.8% 5.7% 1.9% - 100.0% -

⑥買い物の際はマイバックを持参する 540 69 14 13 636 644 8

84.9% 10.9% 2.2% 2.0% - 100.1% -

⑦地元で作られた食材を購入する 143 267 145 61 616 644 28

23.2% 43.3% 23.6% 9.9% - 100.1% -

⑧外出時はなるべく公共交通機関を利用する 85 140 188 200 613 644 31

13.9% 22.8% 30.7% 32.6% - 100.0% -

⑨近距離の移動は徒歩や自転車を利用する 179 194 133 110 616 644 28

29.1% 31.4% 21.6% 17.9% - 99.9% -

⑩エコドライブを心がけている 264 197 78 53 592 644 52

44.6% 33.2% 13.2% 9.0% - 99.9% -

⑪3R（リデュース、リユース、リサイクル） 200 256 117 36 609 644 35

　を心がけている 32.8% 42.0% 19.3% 5.9% - 100.1% -

⑫ごみの分別をしている 558 63 10 6 637 644 7

87.6% 9.9% 1.6% 0.9% - 100.0% -

⑬環境にやさしい商品を購入している 119 296 151 47 613 644 31

19.4% 48.3% 24.6% 7.7% - 100.0% -

⑭家電製品の購入時は、省エネ性能の高い 283 235 84 22 624 644 20

　商品を購入している 45.4% 37.7% 13.4% 3.5% - 99.9% -

⑮植栽や緑のカーテンなど、緑化を行っている 120 141 226 125 612 644 32

19.6% 23.1% 36.9% 20.4% - 100.1% -

⑯環境保全に関する地域活動 120 174 209 116 619 644 26

　（清掃活動、植樹等）に参加している 19.4% 28.2% 33.6% 18.8% - 99.9% -
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70.4%

29.1%

40.4%

65.3%

68.6%

84.9%

23.2%

13.9%

29.1%

44.6%

32.8%

87.6%

19.4%

45.4%

19.6%

19.4%

24.1%

35.5%

28.2%

25.2%

23.8%

10.9%

43.3%

22.8%

31.4%

33.2%

42.0%

9.9%

48.3%

37.7%

23.1%

28.2%

3.3%

21.4%

14.7%

6.1%

5.7%

2.2%

23.6%

30.7%

21.6%

13.2%

19.3%

1.6%

24.6%

13.4%

36.9%

33.6%

2.2%

14.0%

16.7%

3.4%

1.9%

2.0%

9.9%

32.6%

17.9%

9.0%

5.9%

0.9%

7.7%

3.5%

20.4%

18.8%

0% 25% 50% 75% 100%

①不要な照明やテレビはこまめに消す

②家電製品を長時間使わない時は、コンセントからプラグを抜く

③エアコン使用時の室温は、夏は28℃、冬は20℃設定で使用している

④お風呂での省エネ（家族が続けて入る、シャワーの出しっぱなしをや

める等）を心かけている

⑤冷蔵庫への詰めすぎや開けっ放しに気を付ける

⑥買い物の際はマイバックを持参する

⑦地元で作られた食材を購入する

⑧外出時はなるべく公共交通機関を利用する

⑨近距離の移動は徒歩や自転車を利用する

⑩エコドライブを心がけている

⑪3R（リデュース、リユース、リサイクル）を心がけている

⑫ごみの分別をしている

⑬環境にやさしい商品を購入している

⑭家電製品の購入時は、省エネ性能の高い商品を購入している

⑮植栽や緑のカーテンなど、緑化を行っている

⑯環境保全に関する地域活動（清掃活動、植樹等）に参加している

日頃から取り組んでいる 時々取り組んでいる

取り組んでいないが、今後取り組みたい 取り組む予定はない

①不要な照明やテレビはこまめに消す

②家電製品を長時間使わない時は、コンセントからプラグを抜く

③エアコン使用時の室温は、夏は28℃、冬は20℃設定で使用している

④お風呂での省エネ（家族が続けて入る、シャワーの出しっぱなしをや

める等）を心がけている

⑤冷蔵庫への詰めすぎや開けっ放しに気を付ける

⑥買い物の際はマイバックを持参する

⑦地元でつくられた食材を購入する

⑧外出時はなるべく公共交通機関を利用する

⑨近距離の移動は徒歩や自転車を利用する

⑩エコドライブを心がけている

⑪3R（リデュース、リユース、リサイクル）心がけている

⑫ごみの分別をしている

⑬環境にやさしい商品を購入している

⑭家電製品の購入時は、省エネ性能の高い商品を購入している

⑮植栽や緑のカーテンなど、緑化を行っている

⑯環境保全に関する地域活動（清掃活動、植樹等）に参加している
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問 10．家庭の省エネルギー化に役立つ機器や設備について、あなたのご自宅での導入状

況をお答えください。（各項目１つ選択） 

 

・導入済みが最も多い機器や設備は「①ＬＥＤ照明」82.4％で最も多く、次いで「②壁や床、
天井などの断熱」が 45.6％、「⑤エコウィル、エコキュートなどの効率の良い給湯機」が
43.6％であった。 

・導入はしていないが、関心が高い機器・設備は「⑦家庭用蓄電池システム」が 31.3%で最
も多く、次いで「②壁や床、天井などの断熱」が 28.7%、「⑧ホームエネルギーマネジメ
ントシステム(HEMS)」が 27.8％で続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢
導入してい
る

導入検討中
(予定含む)

予定はない
が、関心は
ある

導入してい
ない

回答数 回答者数
不明・
無回答

①LED照明 521 52 40 19 632 644 12

82.5% 8.2% 6.3% 3.0% - 100.1% -

②壁や床、天井などの断熱 278 34 175 122 609 644 35

45.7% 5.6% 28.7% 20.0% - 100.1% -

③太陽光発電システム 111 18 152 335 616 644 28

18.0% 2.9% 24.7% 54.4% - 100.0% -

④太陽熱利用システム 48 19 156 387 610 644 34

7.9% 3.1% 25.6% 63.4% - 100.0% -

⑤エコウィル、エコキュートなどの 267 20 135 191 613 644 31

　効率の良い給湯機 43.5% 3.3% 22.0% 31.2% - 99.9% -

⑥家庭用燃料電池コージェネレーション 27 22 163 391 603 644 41

　システム（エネファーム） 4.5% 3.6% 27.0% 64.9% - 100.1% -

⑦家庭用蓄電池システム 31 28 190 359 608 644 36

5.1% 4.6% 31.3% 59.0% - 100.0% -

⑧ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS） 20 12 167 401 600 644 44

3.3% 2.0% 27.8% 66.9% - 100.1% -

⑨再生可能エネルギー由来の電力会社 32 18 162 382 594 644 50

5.4% 3.0% 27.3% 64.3% - 100.0% -

⑩クリーンエネルギー自動車（電気自動車、 145 36 167 263 611 644 34

　プラグインハイブリット車、ハイブリット車） 23.8% 5.9% 27.3% 43.0% - 100.0% -

⑪薪ストーブ 5 7 67 534 613 644 32

0.8% 1.1% 10.9% 87.2% - 100.1% -

⑫地中熱利用システム 0 4 78 523 605 644 39

0.0% 0.7% 12.9% 86.4% - 100.0% -

⑬ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス） 17 7 115 464 603 644 41

2.8% 1.2% 19.1% 76.9% - 100.0% -
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82.5%

45.7%

18.0%

7.9%

43.5%

4.5%

5.1%

3.3%

5.4%

23.8%

0.8%

0.0%

2.8%

8.2%

5.6%

2.9%

3.1%

3.3%

3.6%

4.6%

2.0%

3.0%

5.9%

1.1%

0.7%

1.2%

6.3%

28.7%

24.7%

25.6%

22.0%

27.0%

31.3%

27.8%

27.3%

27.3%

10.9%

12.9%

19.1%

3.0%

20.0%

54.4%

63.4%

31.2%

64.9%

59.0%

66.9%

64.3%

43.0%

87.2%

86.4%

76.9%

0% 25% 50% 75% 100%

①LED照明

②壁や床、天井などの断熱

③太陽光発電システム

④太陽熱利用システム

⑤エコウィル、エコキュートなどの効率の良い給湯機

⑥家庭用燃料電池コージェネレーションシステム（エネ

ファーム）

⑦家庭用蓄電池システム

⑧ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS）

⑨再生可能エネルギー由来の電力会社

⑩クリーンエネルギー自動車（電気自動車、プラグインハイ

ブリット車、ハイブリット車）

⑪薪ストーブ

⑫地中熱利用システム

⑬ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）

導入している 導入検討中(予定含む) 予定はないが、関心はある

導入していない

①LED照明

②壁や床、天井などの断熱

③太陽光発電システム

④太陽熱利用システム

⑤エコウィル、エコキュートなどの効率の良い給湯器

⑥家庭用燃料電池コージェネレーションシステム(エネファーム)

⑦家庭用蓄電池システム

⑧ホームエネルギーマネジメントシステム（HEMS）

⑨再生可能エネルギー由来の電力会社

⑩クリーンエネルギー自動車（電気自動車、プラグインハイブリ

ット車、ハイブリット車）

⑪薪ストーブ

⑫地中熱利用システム

⑬ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）
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86.7%

1.0%

33.8%

0.3%

0.3%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１．ガソリン・ディーゼル車

２．電気自動車

３．ハイブリット車

４．燃料電池車

５．プラグインハイブリット車

６．その他

1．ガソリン・ディーゼル車

2．電気自動車

3．ハイブリット車

4．燃料電池車

5．プラグインハイブリット車

6．その他

1．1台

32.9%

2．2台

38.9%

3．3台以上

21.8%

4．保有していない 6.4%
​

N＝642

問 11．あなたが世帯で保有している自動車は何台ですか（１つ選択） 

 

・自動車を保有している世帯は全体の 9 割以上であり、このうち複数台保有する世帯は全体
の 6 割を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12．【問 11．で 1、2，3 を選んだ方】 

保有している自動車の種類をお答えください。（当てはまるもの全て選択） 

 

・ガソリン・ディーゼル車が 86.7％と最も多く、電気自動車等の化石燃料を使用しない自
動車の保有割合は、1 割に満たない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．1台 211 32.9%

２．2台 250 38.9%

３．3台以上 140 21.8%

４．保有していない 41 6.4%

回答数 642 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 642 -

選択肢 回答数 割合

１．ガソリン・ディーゼル車 520 86.7%

２．電気自動車 6 1.0%

３．ハイブリット車 203 33.8%

４．燃料電池車 2 0.3%

５．プラグインハイブリット車 2 0.3%

６．その他 0 0.0%

回答数 733 -

回答者数 644 -

不明・無回答 44 -

回答者数（不明・無回答を除く） 600 -
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１．ほぼ毎日（週5日以上）

利用している

76.2%

２．週3、4回利用

している

14.0%

３．週1、2回利用

している

8.2%

４．週1回未満利用

している

2.2%

N＝600

75.7%

15.0%

42.9%

14.2%

31.0%

9.9%

32.0%

6.9%

0% 25% 50% 75% 100%

１．公共交通機関の利便性向

上

２．まちなかでの駐輪場の整備

３．公共交通料金への補助

４．カーシェアリングの普及

５．オンデマンドバスや乗合タク

シーの普及

６．鉄道とレンタカー・レンタサイ

クルの連携

７．大規模集客施設と駅等を巡

回するシャトルバスの運行

８．その他

1．公共交通機関の利便性向上

2．まちなかでの駐輪場の整備

3．公共交通料金への補助

4．カーシェアリングの普及

5．オンデマンドバスや乗合タクシーの普及

6．鉄道とレンタカー・レンタサイクルの連携

7．大規模集客施設と駅等を巡回する

シャトルバスの運行

8．その他

N＝625

問 13．【問 11．で 1、2，3 を選んだ方】 

最も利用している自動車の利用状況についてお答えください。（１つ選択） 

 

・「ほぼ毎日（週 5 日以上）利用している」が 76.2％と最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14．あなたが自動車利用を減らすためにどのようなことが有効だと考えますか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

・「公共交通機関の利便性向上」が 75.7％と最も多く、次いで「公共交通料金への補助」が
42.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．ほぼ毎日（週5日以上）利用している 457 76.2%

２．週3、4回利用している 84 14.0%

３．週1、2回利用している 49 8.2%

４．週1回未満利用している 13 2.2%

回答数 603 100.5%

回答者数 644 -

不明・無回答 44 -

回答者数（不明・無回答を除く） 600 -

選択肢 回答数 割合

１．公共交通機関の利便性向上 473 75.7%

２．まちなかでの駐輪場の整備 94 15.0%

３．公共交通料金への補助 268 42.9%

４．カーシェアリングの普及 89 14.2%

５．オンデマンドバスや乗合タクシーの普及 194 31.0%

６．鉄道とレンタカー・レンタサイクルの連携 62 9.9%

７．大規模集客施設と駅等を巡回するシャトル
      バスの運行

200 32.0%

８．その他 43 6.9%

回答数 1,423 -

回答者数 644 -

不明・無回答 19 -

回答者数（不明・無回答を除く） 625 -
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１ ．名前も内容も

知っている

58.6%

２ ．名前は知っているが、

内容は知らない

29.1%

３ ．知らない（初めて聞いた）

12.3%

N＝633

Ⅳ．環境に関する市の取組について 

 

問 15．温暖化対策として葛城市にふさわしい再生可能エネルギーは何だと思いますか。 

（当てはまるもの 2 つまで) 

 

・「太陽光」が 60.4％で最も多く、次いで「わからない」が 24.3％、「太陽熱」が 18.3％
となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16．あなたは SDGs について知ってますか。（１つ選択） 

 

・「名前も内容も知っている」と回答した人が 58.6％と最も多く、「知らない（初めて聞い
た）」と回答した人は 12.3%であった。 

・アンケート回答者の SDGｓの認知度は約 9 割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１ ．太陽光 380 60.4%

２ ．太陽熱 115 18.3%

３ ．風力 72 11.4%

４ ．小水力 94 14.9%

５ ．木質バイオマス 87 13.8%

６ ．地中熱 23 3.7%

７ ．わからない 153 24.3%

８ ．その他 11 1.7%

回答数 935 -

回答者数 644 -

不明・無回答 15 -

回答者数（不明・無回答を除く） 629 -

60.4%

18.3%

11.4%

14.9%

13.8%

3.7%

24.3%

1.7%

0% 25% 50% 75% 100%

１ ．太陽光

２ ．太陽熱

３ ．風力

４ ．小水力

５ ．木質バイオマス

６ ．地中熱

７ ．わからない

８ ．その他

1．太陽光

2．太陽熱

3．風力

4．小水力

5．木質バイオマス

6．地中熱

7．わからない

8．その他

N＝629

選択肢 回答数 割合

１ ．名前も内容も知っている 371 58.6%

２ ．名前は知っているが、内容は知らない 184 29.1%

３ ．知らない（初めて聞いた） 78 12.3%

回答数 633 100.0%

回答者数 644 -

不明・無回答 11 -

回答者数（不明・無回答を除く） 633 -
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１．知っているし、内容も

知っている

15.3%

２．知っているが、内容は

知らない

22.6%
３．知らない（初めて聞いた）

62.1%

N＝634

１．知っているし、内容も

知っている

32.0%

２．知っているが、内容は

知らない

49.5%

３．知らない（初めて聞いた）

18.7%

N＝637

問 17．あなたは国が 2050 年に温室効果ガスの排出量をゼロにすることを目指す「カ

ーボンニュートラル」を宣言したことについて知っていますか。（１つ選択） 

 

・「知っているが、内容は知らない」と回答した人が 49.5％と最も多く、「知らない（初めて
聞いた）」と回答した人は 18.7％であった。 

・アンケート回答者の「カーボンニュートラル」を宣言したことについての認知度は約 8 割
であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18．あなたは葛城市が 2050 年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにすることを目

指す「ゼロカーボンシティ」を宣言したことについて知っていますか。（１つ選

択） 

 

・「知らない（初めて聞いた）」と回答した人が 62.1％と最も多く、「知っているし、内容も
知っている」と回答した人は 15.3％であった。 

・アンケート回答者の葛城市が「ゼロカーボンシティ」を宣言したことについての認知度は
約 4 割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．知っているし、内容も知っている 97 15.3%

２．知っているが、内容は知らない 143 22.6%

３．知らない（初めて聞いた） 394 62.1%

回答数 634 100.0%

回答者数 645 -

不明・無回答 11 -

回答者数（不明・無回答を除く） 634 -

選択肢 回答数 割合

１．知っているし、内容も知っている 204 32.0%

２．知っているが、内容は知らない 315 49.5%

３．知らない（初めて聞いた） 119 18.7%

回答数 638 100.2%

回答者数 644 -

不明・無回答 7 -

回答者数（不明・無回答を除く） 637 -
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問 19．あなたが今後、地球温暖化防止に関する取組を積極的に進めるためには、どのよ

うな情報があればよいと思いますか。（当てはまるもの 2 つまで） 

 

・「身近な生活に及ぼす影響や現象、被害」と回答した人が 48.6％と最も多く、次いで「地
球温暖化対策の具体的な取組方法」と回答した人が 45.1％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１ ．国や県が行っている取組とその効果 209 33.4%

２ ．地球温暖化の原因やメカニズム 88 14.1%

３ ．身近な生活に及ぼす影響や現象、被害 304 48.6%

４ ．地球温暖化対策の具体的な取組方法 282 45.1%

５ ．地球温暖化対策の取組を支援する制度 158 25.3%

６ ．シンポジウムや講習会の開催 18 2.9%

７ ．活動している団体やNPO等の情報 20 3.2%

８ ．市の温室効果ガス削減の進捗状況 95 15.2%

９ ．その他 19 3.0%

回答数 1,193 -

回答者数 644 -

不明・無回答 19 -

回答者数（不明・無回答を除く） 625 -

33.4%

14.1%

48.6%

45.1%

25.3%

2.9%

3.2%

15.2%

3.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１ ．国や県が行っている取組とその

効果

２ ．地球温暖化の原因やメカニズム

３ ．身近な生活に及ぼす影響や現

象、被害

４ ．地球温暖化対策の具体的な取

組方法

５ ．地球温暖化対策の取組を支援

する制度

６ ．シンポジウムや講習会の開催

７ ．活動している団体やNPO等の情

報

８ ．市の温室効果ガス削減の進捗

状況

９ ．その他

1．国や県が行っている取組とその効果

2．地球温暖化の原因やメカニズム

3．身近な生活に及ぼす影響や現象、被害

4．地球温暖化対策の具体的な取組方法

5．地球温暖化対策の取組を支援する制度

6．シンポジウムや講習会の開催

7．活動している団体やNPO等の情報

8．市の温室効果ガス削減の進捗状況

9．その他

N＝625
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問 20．あなたは、地球温暖化の解決に向けて、市としてどのようなことを重点的に取り

組めばよいと思いますか。（当てはまるもの３つまで） 

 

・「１．公共施設を中心とした太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入」と回答した人が
45.6%と最も多く、次いで「11.環境にやさしい行動が、家計にやさしくなるような仕組
みづくり（エコポイント等）」と回答した人が 32.4％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.6%

37.3%

11.6%

15.9%

15.4%

24.4%

22.6%

18.1%

10.1%

20.1%

32.4%

7.1%

4.2%

10.1%

3.0%

2.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１ ．公共施設を中心とした太陽光発電

等の再生可能エネルギーの導入

２ ．省エネ機器や自然エネルギーを利

用する設備の導入への支援（補助…

３ ．再生可能エネルギーの活用に関す

る情報提供や広報活動

４ ．省エネ家電や省エネ住宅の普及に

向けた取組

５ ．電気自動車等の環境にやさしい自

動車の普及に向けた取組

６ ．オンデマンドバスや乗合タクシー等

の公共交通機関の充実など、自動…

７ ．市内の緑地面積の維持

８ ．学校等での子供に対する環境学習

の実施

９ ．大人に対する環境学習の実施

10．ごみの減量化やリサイクル等の資

源の有効利用の情報提供や広報活動

11．環境にやさしい行動が、家計にや

さしくなるような仕組みづくり（エコポ…

12．環境に配慮した企業活動、産業活

動の推進

13．温室効果ガス排出に対する条例

などによる規制

14．地球温暖化防止に役立つ先進技

術の導入

15．わからない

16．その他

1．公共施設を中心とした太陽光発電等

の再生可能エネルギーの導入

2．省エネ機器や自然エネルギーを利用

する設備の導入への支援（補助金の

交付等）
3．再生可能エネルギーの活用に関する

情報提供や広報活動

4．省エネ家電や省エネ住宅の普及に向

けた取組

5．電気自動車等の環境にやさしい自動

車の普及に向けた取組

6．オンデマンドバスや乗合タクシー等の

公共交通機関の充実など自動車以外

の交通手段の普及に向けた取組

7．市内の緑地面積の維持

8．学校等での子供に対する環境学習の

実施

９．大人に対する環境学習の実施

10．ごみの減量化やリサイクル等の資源

の有効活動の情報提供や広報活動
１１．環境にやさしい行動が、家計にやさし

くなるような仕組みづくり（エコポイン

ト等）
１2．環境に配慮した企業活動、産業活動

の推進

１３．温室効果ガス排出に対する条例など

による規制

１4．地球温暖化防止に役立つ先進技術

の導入

15．わからない

16．その他

N＝636選択肢 回答数 割合

１ ．公共施設を中心とした太陽光発電等の再生
　　 可能エネルギーの導入

290 45.6%

２ ．省エネ機器や自然エネルギーを利用する設
　　 備の導入への支援（補助金の交付等）

237 37.3%

３ ．再生可能エネルギーの活用に関する情報提
　　 供や広報活動

74 11.6%

４ ．省エネ家電や省エネ住宅の普及に向けた取
　　 組

101 15.9%

５ ．電気自動車等の環境にやさしい自動車の普
　　 及に向けた取組

98 15.4%

６ ．オンデマンドバスや乗合タクシー等の公共
　　 交通機関の充実など、自動車以外の交通手
 　　段の普及に向けた取組

155 24.4%

７ ．市内の緑地面積の維持 144 22.6%

８ ．学校等での子供に対する環境学習の実施 115 18.1%

９ ．大人に対する環境学習の実施 64 10.1%

10．ごみの減量化やリサイクル等の資源の有効
 　　利用の情報提供や広報活動

128 20.1%

11．環境にやさしい行動が、家計にやさしくな
 　　るような仕組みづくり（エコポイント等）

206 32.4%

12．環境に配慮した企業活動、産業活動の推進 45 7.1%

13．温室効果ガス排出に対する条例などによる
 　　規制

27 4.2%

14．地球温暖化防止に役立つ先進技術の導入 64 10.1%

15．わからない 19 3.0%

16．その他 13 2.0%

回答数 1,780 -

回答者数 644 -

不明・無回答 8 -

回答者数（不明・無回答を除く） 636 -

資 - 24



（2）事業所アンケート 
① アンケート調査票 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 25



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 26



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 27



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 28



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 29



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 30



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資 - 31



１．農業、林業、漁業

3.4%

３．建設業

18.2%

４．製造業

27.3%

５．電気・ガス・

熱供給・水道業

2.3%

６．情報通信業 1.1%

８．卸売業・

小売業

15.9%

10．不動産業、物品賃貸業 5.7%

11．学術研究、専門・

技術サービス業

1.1%

12．宿泊業、飲食サービス業

2.3%

13．生活関連サービス業、

娯楽業

2.3%

14．教育、学習支援業 1.1%
15．医療、福祉

11.4%

17．サービス業(他に分類

されないもの)

5.7%

18．その他

6.8%

N=88

② アンケート結果 
Ⅰ．貴事業所について 

 

問 1．主な業種（1 つ選択） 

 

・製造業が 27.3%と最も多く、次いで建設業が 18.2％、卸売業・小売業が 15.9％となっ
ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．農業、林業、漁業 3 3.4%

２．鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0%

３．建設業 16 18.2%

４．製造業 24 27.3%

５．電気・ガス・熱供給・水道業 2 2.3%

６．情報通信業 1 1.1%

７．運輸業・郵便業 0 0.0%

８．卸売業・小売業 14 15.9%

９．金融・保険業 0 0.0%

10．不動産業、物品賃貸業 5 5.7%

11．学術研究、専門・技術サービス業 1 1.1%

12．宿泊業、飲食サービス業 2 2.3%

13．生活関連サービス業、娯楽業 2 2.3%

14．教育、学習支援業 1 1.1%

15．医療、福祉 10 11.4%

16．複合サービス業 0 0.0%

17．サービス業(他に分類されないもの) 5 5.7%

18．その他 6 6.8%

回答数 92 104.5%

回答者数 91 -

不明・無回答 3 -

回答者数（不明・無回答を除く） 88 -

資 - 32



１．1年未満

1.1%

２．1～10年

17.8%

３．11～30年

31.1%
４．31～50年

24.4%

５．51年以上

25.6%

N=90

問 2．従業員数（パート・アルバイト含む）（1 つ選択） 

 

・「1～4 人」が 44.4％と最も多く、50 人未満である事業所が全体の 9 割弱となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 3．事業年数（1 つ選択） 

 

・「11～30 年」が 31.1%で最も多く、次いで「51 年以上」が 25.6%、「31～50 年」が
24.4%となっている。 

・事業年数が 31 年以上の事業所数は全体の半数であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．1～4人 40 44.4%

２．5～9人 20 22.2%

３．10～19人 15 16.7%

４．20～29人 4 4.4%

５．30～49人 4 4.4%

６．50～99人 2 2.2%

７．100～299人 4 4.4%

８．300人以上 1 1.1%

回答数 90 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 1 -

回答者数（不明・無回答を除く） 90 -

1.1～4人

44.4%

2．5～9人

22.2%

3．10～19人

16.7%

4．20～29人 4.4%

5. 30～49人 4.4%

6. 50～99人 2.2%

7. 100～299人 4.4%

8. 300人以上 1.1%

​

N=90

選択肢 回答数 割合

１．1年未満 1 1.1%

２．1～10年 16 17.8%

３．11～30年 28 31.1%

４．31～50年 22 24.4%

５．51年以上 23 25.6%

回答数 90 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 1 -

回答者数（不明・無回答を除く） 90 -

資 - 33



問 4．建物の形態（1 つ選択） 

 

・所有物件（事務所独立）が 56.2%と最も多く、次いで、所有物件（自宅と兼用）が 25.8%
と多かった。 

・賃貸、テナントは 19.1%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．貴事業所の環境の取組について 

 

問 5．貴事業所において、地球温暖化の影響を感じる場面はありますか。（１つ選択） 

 

・「影響を感じる」と回答した事業所が 64%と最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．所有物件（事業所独立） 50 56.2%

２．所有物件（自宅と兼用） 23 25.8%

３．賃貸、テナント 17 19.1%

回答数 90 101.1%

回答者数 91 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 89 -

１．所有物件（事業所独立）

56.2%

２．所有物件（自宅と兼用）

25.8%

３．賃貸、テナント

19.1%

N=89

選択肢 回答数 割合

１．影響を感じる 57 64.0%

２．影響を感じない 15 16.9%

３．わからない 17 19.1%

４．その他 0 0.0%

回答数 89 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 2 -

回答者数（不明・無回答を除く） 89 -

１．影響を感じる

64.0%
２．影響を感じない

16.9%

３．わからない

19.1%

N=89

資 - 34



１．事業継続において重要な課題で

あり、行動している

25.0%

２．事業継続において重要な課題だが、

行動はしていない

54.5%

３．事業継続において重要ではないし、

行動もしていない

18.2%

４．その他 2.3%
N=88

3.4%

1.1%

0.0%

13.8%

77.0%

4.6%

0% 25% 50% 75% 100%

１．ISO14001

２．エコアクション21

３．KES

４．導入していないが、検討

している

５．導入していない（導入予

定なし）

６．その他

1．ISO14001

2．エコアクション21

3．KES

4．導入していないが、検討している

5．導入していない（導入予定なし）

6．その他

N=87

問 6．貴事業所は地球温暖化問題の対応について、どのように位置づけしていますか（１

つ選択） 

 

・「事業継続において重要な課題だが、行動はしていない」が 54.5%と最も多く、次いで「事
業継続において重要な課題であり、行動している」が 25%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 7．貴事業所は環境マネジメントシステムを導入していますか。 

（当てはまるもの全て選択） 

 

・「導入していない（導入予定なし）」と回答した事業所が 77%と顕著に多く、「導入してい
ないが、検討している」と回答した事業所は 13.8%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．事業継続において重要な課題で
      あり、行動している

22 25.0%

２．事業継続において重要な課題だが、
      行動はしていない

48 54.5%

３．事業継続において重要ではないし、
      行動もしていない

16 18.2%

４．その他 2 2.3%

回答数 88 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 3 -

回答者数（不明・無回答を除く） 88 -

選択肢 回答数 割合

１．ISO14001 3 3.4%

２．エコアクション21 1 1.1%

３．KES 0 0.0%

４．導入していないが、検討している 12 13.8%

５．導入していない（導入予定なし） 67 77.0%

６．その他 4 4.6%

回答数 87 -

回答者数 91 -

不明・無回答 4 -

回答者数（不明・無回答を除く） 87 -

資 - 35



１．1台

14.4%

２．2～4台

41.1%

３．5～9台

27.8%

４．10台以上

7.8%

６．保有していない

8.9%

N=90

問 8．貴事業所の車の保有台数をお答えください。（当てはまるもの全て選択） 

 

・「2～4 台」が 41.1%と最も多く、次いで「5～9 台」が 27.8%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 9．【問 8.で車を保有していると答えた事業所】 

保有している車の種類は何ですか。（当てはまるもの全て選択） 

 

・ガソリン・ディーゼル車が 96.3%と顕著に多く、次いでハイブリット車が 30.5%であっ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．1台 13 14.4%

２．2～4台 37 41.1%

３．5～9台 25 27.8%

４．10台以上 7 7.8%

５．その他 0 0.0%

６．保有していない 8 8.9%

回答数 90 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 1 -

回答者数（不明・無回答を除く） 90 -

選択肢 回答数 割合

１．ガソリン・ディーゼル車 79 96.3%

２．電気自動車 3 3.7%

３．ハイブリット車 25 30.5%

４．燃料電池車 0 0.0%

５．プラグインハイブリット車 3 3.7%

６．その他 0 0.0%

回答数 110 -

回答者数 91 -

不明・無回答 9 -

回答者数（不明・無回答を除く） 82 -

96.3%

3.7%

30.5%

0.0%

3.7%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１．ガソリン・ディーゼル車

２．電気自動車

３．ハイブリット車

４．燃料電池車

５．プラグインハイブリット車

６．その他

1．ガソリン・ディーゼル車

2．電気自動車

3．ハイブリット車

4．燃料電池車

5．プラグインハイブリット車

6．その他

N=82

資 - 36



問 10．【問 8.で車を保有していると答えた事業所】 

保有している車を買い替えるとき、環境にやさしい自動車（燃料電池車、電気自

動車等）を選択しますか（選択予定も含む）。 

 

・「選択する（選択予定）」と回答した事業所が 32.9%と最も多く、次いで「興味はあるが選
択しない」と回答した事業所が 31.6%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．選択する（選択予定） 26 32.9%

２．興味はあるが、選択しない 25 31.6%

３．選択しない 6 7.6%

４．わからない 23 29.1%

回答数 80 101.3%

回答者数 91 -

不明・無回答 12 -

回答者数（不明・無回答を除く） 79 -

１．選択する（選択予定）

32.9%

２．興味はあるが、

選択しない

31.6%

３．選択しない

7.6%

４．わからない

29.1%

N=79

資 - 37



問 11．貴事業所では、現在取り組まれている身近な地球温暖化対策や省エネルギー活動

をお教えください（各項目 1 つ選択） 

 

・「既に取り組んでいる」とした取組のうち最も多かった内容は、「③コピー用紙等の使用量
削減（裏紙の使用など）」が 59.8%であり、「今後取り組みたい」とした取組のうち最も多
かった内容は、「⑱環境に関する勉強会などへの参加・支援」であった。また、取り組む予
定はないとする割合が最も高い取組は、「⑩通勤での自動車利用の抑制」で 62.4％であっ
た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢
既に取り組
んでいる

時々取り組
んでいる

今後取り組
みたい

取り組む予
定はない

事業所に関
係ない

回答数 回答者数
不明・無回

答

36 22 14 10 5 87 91 4

41.4% 25.3% 16.1% 11.5% 5.7% - 100.0% -

②昼休み一斉消灯や間引き消灯の実施 35 23 9 12 7 86 91 5

40.7% 26.7% 10.5% 14.0% 8.1% - 100.0% -

52 23 5 4 3 87 91 4

59.8% 26.5% 5.7% 4.6% 3.4% - 100.1% -

④ペーパーレス化の実施 20 31 20 13 3 87 91 4

23.0% 35.6% 23.1% 14.9% 3.4% - 100.1% -

34 22 16 11 4 87 91 4

39.1% 25.3% 18.4% 12.6% 4.6% - 100.0% -

⑥クールビスやウォームビズの実施 39 16 13 8 11 87 91 4

44.8% 18.4% 14.9% 9.3% 12.6% - 100.1% -

⑦OA機器の省エネモードの徹底 40 23 14 6 4 87 91 4

46.0% 26.4% 16.1% 6.9% 4.6% - 100.0% -

⑧ノー残業デーの実施 29 16 19 9 14 87 91 4

33.3% 18.5% 21.8% 10.3% 16.1% - 100.1% -

⑨エコドライブの実施 20 26 21 7 12 86 91 5

23.3% 30.2% 24.4% 8.1% 14.0% - 100.0% -

⑩通勤での自動車利用の抑制 6 5 10 53 11 85 91 6

7.1% 5.9% 11.8% 62.3% 12.9% - 99.9% -

⑪仕事中での自動車利用の抑制 7 8 7 52 11 85 91 6

8.2% 9.4% 8.2% 61.3% 12.9% - 100.1% -

⑫リサイクル製品の使用 15 35 21 8 5 84 91 0

17.9% 41.6% 25.0% 9.5% 6.0% - 99.9% -

8 29 30 11 6 84 91 7

9.5% 34.5% 35.8% 13.1% 7.1% - 100.1% -

⑭廃棄物の再利用・再資源化 23 20 21 11 11 86 91 5

26.7% 23.3% 24.4% 12.8% 12.8% - 100.0% -

1 6 42 27 10 86 90 4

1.2% 7.0% 48.8% 31.4% 11.6% - 100.0% -

⑯従業員への省エネ行動の啓発や教育 9 20 34 13 10 86 91 5

10.5% 23.3% 39.5% 15.1% 11.6% - 100.0% -

⑰地域の環境に関する活動の参加 6 11 38 25 7 87 91 4

6.9% 12.6% 43.8% 28.7% 8.0% - 100.1% -

⑱環境に関する勉強会などへの参加・支援 3 7 44 25 8 87 91 4

3.4% 8.0% 50.7% 28.7% 9.2% - 100.1% -

⑬環境に配慮した備品の購入（グリーン購
入）

⑮二酸化炭素排出量の把握・削減目標の設定

①エアコン使用時の室温は、夏は28℃、冬は
20℃設定で使用している

③コピー用紙等の使用量削減（裏紙の使用な
ど）

⑤事務機器類の不使用時における電源オフの
徹底
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41.4%

40.7%

59.8%

23.0%

39.1%

44.8%

46.0%

33.3%

23.3%

7.1%

8.2%

17.9%

9.5%

26.7%

1.2%

10.5%

6.9%

3.4%

25.3%

26.7%

26.5%

35.6%

25.3%

18.4%

26.4%

18.5%

30.2%

5.9%

9.4%

41.6%

34.5%

23.3%

7.0%

23.3%

12.6%

8.0%

16.1%

10.5%

5.7%

23.1%

18.4%

14.9%

16.1%

21.8%

24.4%

11.8%

8.2%

25.0%

35.8%

24.4%

48.8%

39.5%

43.8%

50.7%

11.5%

14.0%

4.6%

14.9%

12.6%

9.3%

6.9%

10.3%

8.1%

62.3%

61.3%

9.5%

13.1%

12.8%

31.4%

15.1%

28.7%

28.7%

5.7%

8.1%

3.4%

3.4%

4.6%

12.6%

4.6%

16.1%

14.0%

12.9%

12.9%

6.0%

7.1%

12.8%

11.6%

11.6%

8.0%

9.2%

0% 25% 50% 75% 100%

①エアコン使用時の室温は、夏は28℃、冬は20℃設定で使

用している

②昼休み一斉消灯や間引き消灯の実施

③コピー用紙等の使用量削減（裏紙の使用など）

④ペーパーレス化の実施

⑤事務機器類の不使用時における電源オフの徹底

⑥クールビスやウォームビズの実施

⑦OA機器の省エネモードの徹底

⑧ノー残業デーの実施

⑨エコドライブの実施

⑩通勤での自動車利用の抑制

⑪仕事中での自動車利用の抑制

⑫リサイクル製品の使用

⑬環境に配慮した備品の購入（グリーン購入）

⑭廃棄物の再利用・再資源化

⑮二酸化炭素排出量の把握・削減目標の設定

⑯従業員への省エネ行動の啓発や教育

⑰地域の環境に関する活動の参加

⑱環境に関する勉強会などへの参加・支援

既に取り組んでいる 時々取り組んでいる 今後取り組みたい 取り組む予定はない 事業所に関係ない

①エアコン使用時の室温は、夏は２８℃、冬は２０℃設定で使

用している

②昼休み一斉消灯や間引き消灯の実施

③コピー用紙等の使用量削減（裏紙の使用など）

④ペーパーレス化の実施

⑤事務機器類の不使用時における電源オフの徹底

⑥クールビスやウォームビスの実施

⑦OA機器の省エネモードの徹底

⑧ノー残業デーの実施

⑨エコドライブの実施

⑩通勤での自動車利用の抑制

⑪仕事中での自動車利用の抑制

⑫リサイクル製品の使用

⑬環境に配慮した備品の購入（グリーン購入）

⑭廃棄物の再利用・再資源化

⑮二酸化炭素排出量の把握・削減目標の設定

⑯従業員への省エネ行動の啓発や教育

⑰地域の環境に関する活動の参加

⑱環境に関する勉強会などへの参加・支援
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問 12．貴事業所での再生可能エネルギー設備や省エネルギー設備の導入状況について

お答えください(各項目 1 つ選択) 

 

・「導入している」再生可能エネルギー設備や省エネルギー設備のうち、最も多かった内容
は、「①LED 照明」で、76.5%であった。しかし、その他の設備等は導入割合が低かった。 

・「予定はないが、関心がある」設備は、「④高効率空調設備」が 55.3%で一番多く、次いで
「②太陽光発電」が 47.1%、「⑫蓄電池システム」が 42.2%で続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢
導入して
いる

導入検討
中(予定含
む)

予定はな
いが、関
心はある

導入しな
い

事業所に
関係ない

回答数 回答者数
不明・無

回答

①LED照明 65 9 9 0 2 85 91 6

76.5% 10.5% 10.6% 0.0% 2.4% - 99.9% -

②太陽光発電 15 2 34 26 9 86 91 5

17.4% 2.3% 39.6% 30.2% 10.5% - 100.1% -

③太陽熱利用 2 0 40 30 13 85 91 6

2.4% 0.0% 47.0% 35.3% 15.3% - 99.9% -

④高効率空調設備 11 3 47 15 9 85 91 6

12.9% 3.5% 55.3% 17.7% 10.6% - 100.1% -

⑤産業ヒートポンプ 1 1 28 23 31 84 91 7

1.2% 1.2% 33.3% 27.4% 36.9% - 100.0% -

⑥産業用の高効率照明 2 2 30 23 29 86 91 5

2.3% 2.3% 35.0% 26.7% 33.7% - 100.1% -

⑦産業用の高効率モーター・インバーター 2 0 30 22 34 88 91 3

2.3% 0.0% 34.1% 25.0% 38.6% - 100.0% -

⑧高性能ボイラー 1 1 22 21 41 86 91 5

1.2% 1.2% 25.6% 24.4% 47.6% - 99.9% -

⑨コージェネレーションシステム 2 0 25 21 37 85 91 6

2.4% 0.0% 29.4% 24.7% 43.5% - 100.0% -

⑩潜熱回収型給湯器(エコジョーズ) 1 0 25 22 37 85 91 6

1.2% 0.0% 29.4% 25.9% 43.5% - 100.0% -

⑪BEMS 0 1 21 22 40 84 91 7

（ビルエネルギーマネジメントシステム） 0.0% 1.2% 25.0% 26.2% 47.6% - 100.0% -

⑫蓄電池システム 4 2 35 21 21 83 0 0

4.8% 2.4% 42.2% 25.3% 25.3% - 100.0% -
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76.5%

17.4%

2.4%

12.9%

1.2%

2.3%

2.3%

1.2%

2.4%

1.2%

4.8%

10.5%

2.3%

3.5%

1.2%

2.3%

1.2%

1.2%

2.4%

10.6%

39.6%

47.0%

55.3%

33.3%

35.0%

34.1%

25.6%

29.4%

29.4%

25.0%

42.2%

30.2%

35.3%

17.7%

27.4%

26.7%

25.0%

24.4%

24.7%

25.9%

26.2%

25.3%

2.4%

10.5%

15.3%

10.6%

36.9%

33.7%

38.6%

47.6%

43.5%

43.5%

47.6%

25.3%

0% 25% 50% 75% 100%

①LED照明

②太陽光発電

③太陽光発電

④高効率空調設備

⑤産業ヒートポンプ

⑥産業用の高効率照明

⑦産業用の高効率モーター・インバーター

⑧高性能ボイラー

⑨コージェネレーションシステム

⑩潜熱回収型給湯器(エコジョーズ)

⑪BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）

⑫蓄電池システム

導入している 導入検討中(予定含む) 予定はないが、関心はある 導入しない 事業所に関係ない

①LED照明

②太陽光発電

③太陽熱利用

④高効率空調設備

⑤産業用ヒートポンプ

⑥産業用の高効率照明

⑦産業用の高効率モーター・インバーター

⑧高性能ボイラー

⑨コージェネレーションシステム

⑩潜熱回収型給湯器（エコジョーズ）

⑪BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）

⑫蓄電池システム
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１．購入している

（購入予定である）

11.5%

２．購入していないが、

関心はある

21.8%

３．購入していない

64.4%

４．その他 3.4%

N=87

問 13．地球温暖化対策に関する取組の妨げになっていることは何ですか（１つ選択） 

 

・「初期投資などの設備投資の資金が高い・足りない」と答えた事業所が 45.9%で最も多く、
次いで、「事業収益にプラスになるとは考えにくい」が 15.3%で続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14．貴事業所では再生可能エネルギー由来の電力会社（太陽光発電等を利用して作ら

れた電力）から電力を購入していますか（1 つ選択） 

 

・「購入していない」が最も多く、64.4%であった。一方、「購入している(購入予定である)」
事業所は 11.5％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．初期投資などの設備投資の資金が
　　高い・足りない

39 45.9%

２．専門的な知識を持つ社員や人材が
　　いない

8 9.4%

３．事業収益にプラスになるとは考えに
　　くい

13 15.3%

４．時間や手間がかかり、利便性が失わ
　　れる

6 7.1%

５．環境基準がないため、具体的な目標
　　が立てにくい

6 7.1%

６．環境教育や啓発をする余裕がない 4 4.7%

７．何をすべきかわからない 10 11.8%

８．その他 8 9.4%

回答数 94 110.6%

回答者数 91 -

不明・無回答 6 -

回答者数（不明・無回答を除く） 85 -

45.9%

9.4%

15.3%

7.1%

7.1%

4.7%

11.8%

9.4%

0% 25% 50% 75% 100%

１．初期投資などの設備投資の資

金が…

２．専門的な知識を持つ社員や人

材が…

３．事業収益にプラスになるとは考

えに…

４．時間や手間がかかり、利便性が

失わ…

５．環境基準がないため、具体的な

目標…

６．環境教育や啓発をする余裕が

ない

７．何をすべきかわからない

８．その他

1.初期投資などの設備投資の資金が

高い・足りない

2.専門的な知識を持つ社員や人材が

いない

3.事業収益にプラスになるとは考えに

くい

4.時間や手間がかかり、利便性が失わ

れる

5.環境基準がないため、具体的な目標

がたてにくい

6.環境教育や啓発をする余裕がない

7.何をすべきかわからない

8.その他

N=85

選択肢 回答数 割合

１．購入している（購入予定である） 10 11.5%

２．購入していないが、関心はある 19 21.8%

３．購入していない 56 64.4%

４．その他 3 3.4%

回答数 88 101.1%

回答者数 91 -

不明・無回答 4 -

回答者数（不明・無回答を除く） 87 -
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１．把握している

4.7%

２．把握していない

95.3%

N=86

問 15．貴事業所では、温室効果ガスの排出量を把握していますか（1 つ選択) 

 

・温室効果ガスの排出量を把握していない事業所が 95.3%と顕著に多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16．貴事業所では、温室効果ガス排出の削減に向けて、事業所としての削減目標や方

針を定めていますか（１つ選択） 

 

・温室効果ガスの削減目標や方針を「定める予定はない」と答えた事業所は 62.4%で最も多
かった。ただ、検討中の事業所も 28.2%と多い結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１．把握している 4 4.7%

２．把握していない 82 95.3%

３．その他 0 0.0%

回答数 86 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 5 -

回答者数（不明・無回答を除く） 86 -

選択肢 回答数 割合

１．定めている 2 2.4%

２．前は定めていたが、今は定めていない 3 3.5%

３．検討中 24 28.2%

４．定める予定はない 53 62.4%

５．その他 3 3.5%

回答数 85 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 6 -

回答者数（不明・無回答を除く） 85 -

１．定めている 2.4%

２．前は定めていたが、今は

定めていない

3.5%

３．検討中

28.2%

４．定める予定はない

62.4%

５．その他 3.5%

N=85
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7.2%

12.0%

8.4%

49.4%

18.1%

14.5%

16.9%

3.6%

0% 25% 50% 75% 100%

１ ．ビジネスチャンスである

２ ．重要な戦略の1つである

３ ．事業継続性に係る経営リスク

の低減…

４ ．企業の社会的責任の1つであ

る

５ ．法規制などの義務として遵守

する…

６ ．経営面を圧迫するものである

７ ．環境に配慮した取組と企業活

動は…

８ ．その他

1.ビジネスチャンスである

2.重要な戦略の1つである

3.事業継続性に係る経営リスクの

低減につながる

4.企業の社会的責任の1つである

5.法規制などの義務として遵守する

ものである

6.経営面を圧迫するものである

7.環境に配慮した取組と企業活動は

関連がない

8.その他

N=83

問 17．貴事業所の企業活動において、環境に配慮した取組はどのように位置づけられて

いますか（当てはまるもの全て選択） 

 

・「企業の社会的責任の 1 つである」と答えた事業所が 49.4%で一番多く、次いで「法規制
などの義務として遵守するものである」が 18.1%、「環境に配慮した取組と企業活動は関
連がない」が 16.9%と続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１ ．ビジネスチャンスである 6 7.2%

２ ．重要な戦略の1つである 10 12.0%

３ ．事業継続性に係る経営リスクの低減
       につながる

7 8.4%

４ ．企業の社会的責任の1つである 41 49.4%

５ ．法規制などの義務として遵守する
       ものである

15 18.1%

６ ．経営面を圧迫するものである 12 14.5%

７ ．環境に配慮した取組と企業活動は
       関連がない

14 16.9%

８ ．その他 3 3.6%

回答数 108 -

回答者数 91 -

不明・無回答 8 -

回答者数（不明・無回答を除く） 83 -
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１ ．知っているし、

内容も知っている

30.6%

２ ．知っているが、内容は知らない

48.2%

３ ．知らない（初

めて聞いた）

21.2%

N=85

１．知っているし、内容

も知っている

3.5%

２．知っているが、内容は

知らない

27.1%

３．知らない（初めて聞いた）

69.4%

N=85

Ⅲ．地球温暖化、市の行政について 

 

問 18．貴事業所は国が 2050 年に温室効果ガスの排出量をゼロにすることを目指す「カ

ーボンニュートラル」を宣言したことについて知っていますか（１つ選択） 

 

・「知っているが、内容は知らない」と答えた事業所が 48.2%で最も多かった。また、「カー
ボンニュートラル」を宣言したことを知っている事業所は 8 割弱であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19．貴事業所は葛城市が 2050 年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロにすることを

目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言したことは知っていますか（1 つ選択） 

 

・「知らない(初めて聞いた)と答えた事業所が 69.4%で最も多かった。 
・葛城市が「ゼロカーボンシティ」を宣言したことについて知っている事業所は 3 割程度に

とどまった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１ ．知っているし、内容も知っている 26 30.6%

２ ．知っているが、内容は知らない 41 48.2%

３ ．知らない（初めて聞いた） 18 21.2%

回答数 85 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 6 -

回答者数（不明・無回答を除く） 85 -

選択肢 回答数 割合

１．知っているし、内容も知っている 3 3.5%

２．知っているが、内容は知らない 23 27.1%

３．知らない（初めて聞いた） 59 69.4%

回答数 85 100.0%

回答者数 91 -

不明・無回答 6 -

回答者数（不明・無回答を除く） 85 -
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問 20．地球温暖化防止のために、貴事業所が行政に期待している施策や取組はあります

か（当てはまるもの３つまで） 

 

・事業所が最も期待している施策・取組は「住民に対して環境保全意識の啓発を行う」、「温
暖化対策に取り組んでいる事業所の優遇措置(税制等)の充実」、「太陽光発電など自然エネ
ルギーを利用した設備の導入に対する支援制度の充実」が 36.3%で並び、最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

選択肢 回答数 割合

１ ．住民に対して環境保全意識の啓発を
　　行う

29 36.3%

２ ．環境講座等の事業所向けの学習の
　　場を設ける

11 13.8%

３ ．温暖化防止対策、省エネ対策に
　　ついての相談窓口を設ける

12 15.0%

４ ．事業所による環境自主行動計画等の
　　計画策定に対し支援を行う

15 18.8%

５ ．温暖化対策に取り組んでいる事業所
　　の優遇措置（税制等）の充実

29 36.3%

６ ．市施設や市内への太陽光など再生
　　可能エネルギーの積極的な活用

16 20.0%

７ ．再生可能エネルギーを効率よく利用
　　できるまちづくり

22 27.5%

８ ．環境に配慮した行動をとっている
　　事業所に対し、独自の認証制度を設
　　ける

5 6.3%

９ ．電気自動車（EV）充電設備の整備 27 33.8%

10．太陽光発電など自然エネルギーを
　　 利用した設備の導入に対する支援
  　  制度の充実

29 36.3%

11．市民・事業所・市の連携による温室
　　 効果ガス排出削減のための制度作り

6 7.5%

12．再エネ事業者や地域電力会社の活用 4 5.0%

13．その他 4 5.0%

回答数 209 -

回答者数 91 -

不明・無回答 11 -

回答者数（不明・無回答を除く） 80 -

36.3%

13.8%

15.0%

18.8%

36.3%

20.0%

27.5%

6.3%

33.8%

36.3%

7.5%

5.0%

5.0%

0% 25% 50% 75% 100%

１ ．住民に対して環境保全意識の啓発を

行う

２ ．環境講座等の事業所向けの学習の

場を設ける

３ ．温暖化防止対策、省エネ対策に

ついての相談窓口を設ける

４ ．事業所による環境自主行動計画等の

計画策定に対し支援を行う

５ ．温暖化対策に取り組んでいる事業所

の優遇措置（税制等）の充実

６ ．市施設や市内への太陽光など再生

可能エネルギーの積極的な活用

７ ．再生可能エネルギーを効率よく利用

できるまちづくり

８ ．環境に配慮した行動をとっている

事業所に対し、独自の認証制度を設…

９ ．電気自動車（EV）充電設備の整備

10．太陽光発電など自然エネルギーを

利用した設備の導入に対する支援…

11．市民・事業所・市の連携による温室

効果ガス排出削減のための制度作り

12．再エネ事業者や地域電力会社の活用

13．その他

N=80

１．住民に対して環境保全意識の啓発を行う

2．環境講座等の事業所向けの学習の場を設ける

3．温暖化防止対策、省エネ対策についての相談

窓口を設ける

4．事業所による環境自主行動計画等の計画策定

に対し支援を行う

5．温暖化対策に取り組んでいる事業所の優遇措

置（税制等）の充実

6．市施設や市内への太陽光など再生可能エネル

ギーの積極的な活動

7．再生可能エネルギーを効率よく利用できるまち

づくり

8．環境に配慮した行動をとっている事業所に対し、

独自の認証制度を設ける

9．電気自動車（EV）充電設備の整備

10．太陽光発電など自然エネルギーを利用した

設備の導入に対する支援制度の充実

11．市民・事業所・市の連携による温室効果ガス

排出削減のための制度づくり

12．再エネ事業者や地域電力会社の活用

13．その他
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3. 自治体排出量カルテ 

葛城市の自治体排出量カルテは次ページ以降に示す。 
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自治体排出量カルテ　目次 葛城市

項目 表示形式 対象年度 具体内容

自治体排出量カルテ①　CO2排出量の現状把握

○地方公共団体の部門・分野別CO2排出量（標準的手法）

1）部門・分野別CO2排出量構成比 平成17年度（2005年度） 円グラフ 2005年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門・分野別排出量を集計

2）部門・分野別CO2排出量構成比 平成25年度（2013年度） 円グラフ 2013年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門・分野別排出量を集計

3）部門・分野別CO2排出量構成比 令和4年度（2022年度） 円グラフ 2022年度 ・標準的手法に基づくCO2排出量推計データの部門・分野別排出量を集計

4）部門・分野別CO2排出量の推移 積上げ縦棒グラフ 2009～2022年度 ・2009年度以降の部門・分野別CO2排出量の推移

5）部門・分野別CO2排出量構成比の比較（都道府県平均及び全国平均） 100％積上げ横棒グラフ 2022年度 ・地方公共団体と該当都道府県平均、全国平均の部門・分野別のCO2排出量構成比の比較

自治体排出量カルテ②　活動量の現状把握

○地方公共団体の活動量

1）部門・分野別指標の推移（廃棄物分野のみCO2排出量の推移） 折れ線グラフ・縦棒グラフ 2009～2022年度 ・標準的手法の部門・分野別の活動量の推移

自治体排出量カルテ③　特定事業所の温室効果ガス排出量の現状把握

　1　地方公共団体の特定事業所排出量

1）特定事業所の部門別排出量（令和3年度） 円グラフ 2021年度 ・特定事業所の部門別排出量構成比

2）特定事業所の部門別排出量の推移 積上げ縦棒グラフ 2011~2021年度 ・2011年度以降の特定事業所の部門別排出量の推移

3）特定事業所のガス種別排出量（令和3年度） 円グラフ 2021年度 ・特定事業所のガス種別排出量構成比

4）特定事業所のガス種別排出量の推移 積上げ縦棒グラフ 2011~2021年度 ・2011年度以降の特定事業所のガス種別排出量の推移

5）業種別の特定事業所の事業所数及び排出量（令和3年度） 横棒グラフ 2021年度 ・特定事業所の業種別事業所数及び排出量

　2　地方公共団体の区域のCO2排出量との比較

6）区域のCO2排出量の推移及び特定事業所排出量のカバー率の推移 積上げ縦棒・折れ線グラフ 2011~2021年度 ・区域の産業部門・業務その他部門の排出量の推移と特定事業所排出量が占める割合（カバー率）の推移

　3　全国の1事業所当たりの排出傾向との比較

7）1事業所当たりの排出傾向（全国平均値との比較）（令和3年度） 横棒グラフ 2021年度 ・特定事業所1事業所当たりの排出量の全国平均との比較

自治体排出量カルテ④　地方公共団体の再生可能エネルギー導入状況及び導入ポテンシャルの現状把握

　1　地方公共団体のFIT・FIP制度による再生可能エネルギー（電気）

1）区域の再生可能エネルギーの導入設備容量（令和5年度） 円グラフ 2023年度 ・FIT・FIP公表情報の再生可能エネルギーの設備別の導入状況（導入設備容量）

2）区域の再生可能エネルギーによる発電電力量（令和5年度） 円グラフ 2023年度 ・FIT・FIP公表情報の再生可能エネルギーの設備別の導入状況（発電電力量）

3）区域の再生可能エネルギーの導入設備容量の推移（累積） 積上げ縦棒・折れ線グラフ 2015～2023年度
・FIT・FIP公表情報の再生可能エネルギーの設備別導入設備容量の推移と区域の電気使用量に対するFIT・FIP太陽

光導入比の推移

4）区域の太陽光発電（10kW未満）設備の導入件数の推移（累積） 縦棒グラフ 2015～2023年度 ・FIT・FIP公表情報の太陽光（10kW未満）の導入件数の推移

　2　地方公共団体の再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

5）導入ポテンシャル（電気のみ・設備容量） 円グラフ 2024年11月末時点 ・REPOSの再エネ導入ポテンシャル（電気のみ・設備容量）

6）導入ポテンシャル（発電電力量・利用可能熱量） 円グラフ 2024年11月末時点 ・REPOSの再エネ導入ポテンシャル（発電電力量・利用可能熱量）

　3　区域のエネルギー消費量及び再生可能エネルギー導入ポテンシャル・導入量の比較（電気）

7）区域内のエネルギー消費量に対する再エネ導入ポテンシャル（電気） 縦棒グラフ 2023年度
・区域の電気使用量に対する再エネ導入量、再エネ導入ポテンシャルの比較

※区域の電気使用量は2022年度で代用

8）区域内の再エネ導入ポテンシャルと再エネ導入量（電気） 縦棒グラフ 2023年度 ・再エネ種別の再エネ導入ポテンシャルに対する再エネ導入量の比較

※人口が同程度の他の地方公共団体との排出量の比較シート、他の地方公共団体との再エネ導入量や再エネポテンシャルの比較シート、特定事業所集計表シートも付録しています。

自治体排出量カルテ　他の地方公共団体との比較（部門・分野別排出量）

　1　部門・分野別排出量の比較（標準的手法）（令和3年度（2021年度）)

1）部門・分野別CO2排出量の比較 積上げ横棒グラフ 2021年度
・標準的手法に基づく区域の部門・分野別CO₂排出量を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府

県）と比較

2）部門・分野別CO2排出量構成比の比較 100％積上げ横棒グラフ 2021年度
・標準的手法に基づく区域の部門・分野別CO₂排出量構成比を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47

都道府県）と比較

　2　区域の排出量に占める特定事業所排出量比率の比較（令和3年度（2021年度）)

3）産業部門 横棒グラフ 2021年度
・標準的手法に基づく区域の産業部門排出量に対し特定事業所排出量が占める割合（カバー率）を人口が同程度の

28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

4）業務その他部門 横棒グラフ 2021年度
・標準的手法に基づく区域の業務その他部門排出量に対し特定事業所排出量が占める割合（カバー率）を人口が同程

度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

　3　特定事業所排出量の比較（令和3年度（2021年度）)

5）特定事業所排出量の比較 積上げ横棒グラフ 2021年度 ・特定事業所排出量を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

6）特定事業所数の比較 積上げ横棒グラフ 2021年度 ・特定事業所数を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

7）特定事業所排出量の部門別構成比の比較 100％積上げ横棒グラフ 2021年度 ・特定事業所排出量の部門別構成比を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

自治体排出量カルテ　他の地方公共団体との比較（再エネ導入量・再エネポテンシャル）

　1　再エネ導入量の比較（令和5年度（2023年度））

1）他の地方公共団体との再エネ別導入設備容量の比較 積上げ横棒グラフ 2023年度 ・再エネ別導入設備容量を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

2）他の地方公共団体との再エネ別発電電力量の比較 積上げ横棒グラフ 2023年度 ・再エネ別発電電力量を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

3）他の地方公共団体との対電気使用量FIT・FIP導入比の比較 積上げ横棒グラフ 2023年度
・対電気使用量FIT・FIP導入比を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道府県）と比較

※区域の電気使用量は2022年度で代用

4）対世帯数FIT・FIP太陽光発電（10kW未満）導入比の比較 横棒グラフ 2023年度

・対世帯数FIT・FIP太陽光発電（10kW未満）導入比を人口が同程度の28市区町村（都道府県の場合は47都道

府県）と比較

※世帯数は2022年度で代用

　2　再エネ導入ポテンシャルの比較

5）同一都道府県内における他の地方公共団体の再エネポテンシャル（発電電力量）の比較 積上げ横棒グラフ 2024年11月末時点 ・他の地方公共団体の再エネポテンシャル（発電電力量）を同一都道府県内で比較

6）同一都道府県内における他の地方公共団体の電気使用量の比較 横棒グラフ 2024年11月末時点 ・他の地方公共団体の電気使用量を同一都道府県内で比較（※2022年度で代用）

7）同一都道府県内の他の地方公共団体の再エネ不足量・余剰量の比較 横棒グラフ 2024年11月末時点
・他の地方公共団体の再エネ不足量・余剰量を同一都道府県内で比較

※区域の電気使用量は2022年度で代用

特定事業所集計表シート

　特定事業所集計表

　特定事業所集計表 表 2011～2021年度 ・特定事業所の事業所数と排出量の集計表（日本標準産業分類別）
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自治体排出量カルテ　他の地方公共団体との比較（部門・分野別排出量） 葛城市
1　部門・分野別排出量の比較（標準的手法）（令和3年度（2021年度）） 2　区域の排出量に占める特定事業所排出量比率の比較（令和3年度（2021年度））

1）部門・分野別CO2排出量の比較 2）部門・分野別CO2排出量構成比の比較 3）産業部門 4）業務その他部門

3　特定事業所排出量の比較（令和3年度（2021年度））

5）特定事業所排出量の比較 6）特定事業所数の比較 7）特定事業所排出量の部門別構成比の比較

（千t-CO2）

1%

64%

100%

84%

100%

60%

100%

100%

53%

95%

100%

97%

100%

96%

100%

27%

92%

97%

89%

100%

21%

100%

77%

78%

70%

2%

100%

22%

36%

16%

100%

40%

47%

5%

2%

100%

100%

4%

73%

8%

3%

11%

79%

23%

22%

30%

77%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東松島市

東海村

吉野川市

桜川市

西脇市

指宿市

葛城市

三沢市

苅田町

稲敷市

津幡町

三芳町

井原市

米原市

滝川市

蟹江町

宇美町

柴田町

函南町

精華町

瀬戸内市

宇土市

かほく市

大津町

利府町

安来市

府中市

玉村町

瑞浪市

製造業 建設業・鉱業 農林水産業 業務その他部門 エネルギー転換部門 分類不能

1

9

3

1

4

2

5

7

15

4

3

14

9

14

1

2

1

6

2

6

10

8

5

8

4

5

7

7

6

0 5 10 15 20 25 30 35

東松島市

東海村

吉野川市

桜川市

西脇市

指宿市

葛城市

三沢市

苅田町

稲敷市

津幡町

三芳町

井原市

米原市

滝川市

蟹江町

宇美町

柴田町

函南町

精華町

瀬戸内市

宇土市

かほく市

大津町

利府町

安来市

府中市

玉村町

瑞浪市

製造業 建設業・鉱業 農林水産業 業務その他部門 エネルギー転換部門 分類不能

［箇所］

5

1,084

11

12

21

6

34

68

7,168

39

14

77

112

202

3

6

4

51

7

24

126

166

30

110

26

414

73

82

37

2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000

東松島市

東海村

吉野川市

桜川市

西脇市

指宿市

葛城市

三沢市

苅田町

稲敷市

津幡町

三芳町

井原市

米原市

滝川市

蟹江町

宇美町

柴田町

函南町

精華町

瀬戸内市

宇土市

かほく市

大津町

利府町

安来市

府中市

玉村町

瑞浪市

製造業 建設業・鉱業 農林水産業 業務その他部門 エネルギー転換部門 分類不能

［千t-CO2］

13%

100%

8%

0%

9%

14%

0%

42%

0%

0%

24%

6%

0%

11%

5%

0%

11%

6%

0%

57%

21%

18%

9%

0%

48%

0%

32%

48%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東松島市

東海村

吉野川市

桜川市

西脇市

指宿市

葛城市

三沢市

苅田町

稲敷市

津幡町

三芳町

井原市

米原市

滝川市

蟹江町

宇美町

柴田町

函南町

精華町

瀬戸内市

宇土市

かほく市

大津町

利府町

安来市

府中市

玉村町

瑞浪市

0%

21%

16%

6%

12%

0%

100%

19%

100%

14%

14%

47%

23%

93%

0%

11%

0%

33%

38%

39%

18%

100%

33%

65%

15%

100%

11%

82%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

東松島市

東海村

吉野川市

桜川市

西脇市

指宿市

葛城市

三沢市

苅田町

稲敷市

津幡町

三芳町

井原市

米原市

滝川市

蟹江町

宇美町

柴田町

函南町

精華町

瀬戸内市

宇土市

かほく市

大津町

利府町

安来市

府中市

玉村町

瑞浪市

21%

19%

19%

51%

49%

18%

20%

49%

89%

57%

27%

47%

74%

60%

12%

29%

41%

52%

11%
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産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

［千t-CO2］

区域のCO2排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル」の標準的手法に基づき、統計資料の按分により地方公共団体別部門・分野別のCO2排出量を推計した値です。なお、一般廃棄物のCO2

排出量は、一般廃棄物処理実態調査結果の焼却施設ごとの年間処理量等から推計しています。各地方公共団体の過年度のデータは、地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト「部門別CO2排出量の現況推計(部門別データ)」
（https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html）を御参照ください。構成比は、四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

推計精度の関係で、区域の排出量に占める特定事業所排出量の比率が100％を超える場合は100％としています。
区域の排出量は、環境省「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施マニュアル」の標準的手法等に基づき、地方公共団体別部門・分野別で
推計した値です。

小数点以下を四捨五入して0%になるものはデータラベルを表示していません。構成比は、四捨五入の関係で合計が100％に
ならない場合があります。
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自治体排出量カルテ　他の地方公共団体との比較（再エネ導入量・再エネポテンシャル） 葛城市
1　再エネ導入量の比較（令和5年度（2023年度））

1）他の地方公共団体との再エネ別導入設備容量の比較 2）他の地方公共団体との再エネ別発電電力量の比較 3）他の地方公共団体との対電気使用量FIT・FIP導入比の比較

2　再エネ導入ポテンシャルの比較

5）同一都道府県内における他の地方公共団体の再エネポテンシャル（発電電力量）の比較 6）同一都道府県内における他の地方公共団体の電気使用量の比較 7）同一都道府県内の他の地方公共団体の再エネ不足量・余剰量の比較

 （所）

4）対世帯数FIT・FIP太陽光発電（10kW未満）導入比の比較

107,785 

19,755 

60,655 

17,613 

945,607 

-24,586 

74,427 

54,974 

50,945 

266,684 

235,774 

27,429 

477,899 

-27,612 

11,608 

62,903 

148,495 

1,082,111 

301,647 

344,066 

9,961 

96,449 

155,938 

264,834 

82,114 

237,822 

228,322 

451,086 

998,365 

376,076 

440,513 
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72,883 

385,241 
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再エネ不足量 再エネ余剰量

［MWh/年］

21,368

42,675

109,794

485,995

120,072

110,108

84,001

297,937
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183,038
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84,552

8,070
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区域の電気使用量

［MWh/年］

129,153 

62,430 

170,449 
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1,065,679 

85,523 

158,428 

352,911 
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[kW]
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[MWh/年]

対世帯数FIT・FIP太陽光発電（10kW未満）導入比

＝(区域の太陽光発電（10kW未満）設備の導入件数)/(区域の世帯数)
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特定事業所集計表
葛城市 bb ba
29211 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

平成23年度

（2011年度）

平成24年度

（2012年度）

平成25年度

（2013年度）

平成26年度

（2014年度）

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

平成23年度

（2011年度）

平成24年度

（2012年度）

平成25年度

（2013年度）

平成26年度

（2014年度）

平成27年度

（2015年度）

平成28年度

（2016年度）

平成29年度

（2017年度）

平成30年度

（2018年度）

令和元年度

（2019年度）

令和2年度

（2020年度）

令和3年度

（2021年度）

5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 73 59 49 48 46 44 45 41 33 29 34

農林水産業

建設業・鉱業

製造業 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 73 59 49 48 46 44 45 41 33 29 34

業務その他部門

エネルギー転換部門

分類不能

A 農業,林業

1 農業

2 林業

B 漁業

3 漁業（水産養殖業を除く）

4 水産養殖業

C 鉱業,採石業,砂利採取業

5 鉱業，採石業，砂利採取業

D 建設業

6 総合工事業

7 職別工事業(設備工事業を除く)

8 設備工事業

E 製造業 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 73 59 49 48 46 44 45 41 33 29 34

9 食料品製造業

10 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊維工業

12 木材・木製品製造業（家具を除く）

13 家具・装備品製造業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 4 5 5 4 5 4 5 4 4 4 4

15 印刷・同関連業

16 化学工業 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 16 20 20 19 18 18 18 17 15 13 16

17 石油製品・石炭製品製造業

1711 石油精製業

1731 コークス製造業

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 ゴム製品製造業

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 窯業・土石製品製造業

22 鉄鋼業

23 非鉄金属製造業

24 金属製品製造業

25 はん用機械器具製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 15 16 16 16 16 17 15 11 9 12

26 生産用機械器具製造業

27 業務用機械器具製造業

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

29 電気機械器具製造業 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 41 20 9 8 7 6 5 4 3 3 2

30 情報通信機械器具製造業

31 輸送用機械器具製造業

32 その他の製造業

F 電気・ガス・熱供給・水道業

33 電気業

3311 発電所

3312 変電所

34 ガス業

3411 ガス製造工場

35 熱供給業

3511 熱供給業

36 水道業

G 情報通信業

37 通信業

38 放送業

39 情報サービス業

40 インターネット附随サービス業

41 映像・音声・文字情報制作業

H 運輸業，郵便業

42 鉄道業

43 道路旅客運送業

44 道路貨物運送業

45 水運業

46 航空運輸業

47 倉庫業

48 運輸に附帯するサービス業

49 郵便業（信書便事業を含む）

I 卸売業，小売業

50 各種商品卸売業

51 繊維・衣服等卸売業

52 飲食料品卸売業

53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

54 機械器具卸売業

55 その他の卸売業

56 各種商品小売業

57 織物・衣服・身の回り品小売業

58 飲食料品小売業

59 機械器具小売業

60 その他の小売業

61 無店舗小売業

J 金融業，保険業

62 銀行業

63 協同組織金融業

64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関

65 金融商品取引業，商品先物取引業

66 補助的金融業等

67 保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）

K 不動産業，物品賃貸業

68 不動産取引業

69 不動産賃貸業・管理業

70 物品賃貸業

L 学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

71 学術・開発研究機関

72 専門サービス業（他に分類されないもの）

73 広告業

74 技術サービス業（他に分類されないもの）

M 宿泊業，飲食サービス業

75 宿泊業

76 飲食店

77 持ち帰り・配達飲食サービス業

N 生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業

78 洗濯・理容・美容・浴場業

79 その他の生活関連サービス業

80 娯楽業

O 教育，学習支援業

81 学校教育

82 その他の教育，学習支援業

P 医療，福祉

83 医療業

84 保健衛生

85 社会保険・社会福祉・介護事業

Q 複合サービス事業

86 郵便局

87 協同組合（他に分類されないもの）

R サービス業（他に分類されないもの）

88 廃棄物処理業

89 自動車整備業

90 機械等修理業（別掲を除く）

91 職業紹介・労働者派遣業

92 その他の事業サービス業

93 政治・経済・文化団体

94 宗教

95 その他のサービス業

S 公務（他に分類されるものを除く）

96 外国公務

97 国家公務

98 地方公務

T 分類不能の産業

99 分類不能の産業

合　　計　

日本標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年4月1日施行）
特定事業所排出量［千t-CO2］

大

分

類

中分類 細分類

特定事業所数［箇所］

■部門と日本標準産業分類との対応は以下のとおりです。

・製造業：E製造業(エネルギー転換部門の細分類除く)

・建設業・鉱業：C鉱業,採石業,砂利採取業、D建設業

・農林水産業：A農業,林業、B漁業

・業務その他部門： F電気・ガス・熱供給・水道業～S公務(エネルギー転換部門の細分類除く)

・エネルギー転換部門：E製造業の1711：石油精製業、1731：コークス製造業、F電気・ガス・熱供給・水道業の3311：発電所、3312：変電所、3411：ガス製造工場、3511：熱供給業

・中分類（17、33、34、35）はエネルギー転換部門を含んでいます。（エネルギー転換部門の細分類コード分は内訳表示のみ。）

・大分類（E：9～32の合計）（F：33～36の合計）はエネルギー転換部門を含んでいます。（エネルギー転換部門の細分類コード分は内訳表示のみ。）
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